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おわりに
は じめ に
1989年に市場経済体制に移行 して9年日を迎えたポーランドは,ここ数年
5%台を上回る高い経済成長を誇 り,経済規模 も計画経済体制時代のピークを
凌駕 した。これは,ショック療法 といわれる大幅な規制緩和が効を奏 した結果
と読むことができるが,エネルギー価格の大幅値上げや高いインフレ,失業率
といった国民生活への多大なる負担は否めない。2002年を目標とする欧州連合
(EU)への加盟交渉は,既に1998年春から始まっている。EU基準に合わせた
経済システムや環境規制の整備など,これまで着々とその準備を行ってきたの
が移行期経済下にある現代ポーランドの姿である。
一方,エネルギー需要は,社会主義体制下の1987年にピークを記録 した後,
未だにその水準に達 していない。エネルギー価格の実質値上げや素材産業の不
振,電力をはじめとした転換部門におけるエネルギー効率の向上が,その背景
にある。
52             名古屋学院大学研究年報
本稿では,こうした ドラスティックな変化を辿るポーランドの経済やエネル
ギー需給に焦点をあて,現状 と課題を解析する。
1。 社会・経済の現状
(1)自然 0社会
① 自然
ポーランドは西欧 とロシアを結ぶ回廊に位置する。そのため,この地は何度
となく列強の戦略的な要塞や防波堤となって,悲劇的な運命を辿ってきた。現
在の地形は,東経14度～24度,北緯50度～54度の線に囲まれたほぼ正方形をし
ている。北はバル ト海に面 し,南はチェコ共和国,西はベラルーシ (旧ソ連),
東はドイツに囲まれている。国土面積31万2,685km2は日本の国土の約 8割で
あるが,標高300m以下の土地が国土面積の91.3%を占め,平均標高は173mで
ある。(1)そのため,国土はおよそ平野から構成され,牧畜をはじめ伝統的に農業
が盛んである。
ポーランドの気候は,大陸性 と海洋性気候の中間として位置づけられ,四季
が明確に区分される。国土のほぼ中心部に位置する首都ワルシャワでは, 1月
の平均気温がマイナス3度C, 7月のそれは19度Cであり,降水量は年間559
mmである。年間の平均気温の最高は,南シレジア地方で8.5度C,また,その
最低は北東部の6.5度Cおよび山岳部の0度Cである。
② 社会
現在の人口3,866万人 (1997年12月)のうち38%が農村部に住まう。第二次大
戦後から市場経済に移行した1990年までの間には,農村から都市へという人口
移動が恒常的に見られた。しかし,現在では農村一都市人口の比率はほとんど
変化がなぃ。(2)全国には853の市があり,その過半は住民 1万人以下の小規模都
市である。しかし,都市入日の約半分は,人口10万人を越える42の市に集中し
(1)PAIZ,Saσゎ%α′Bz′ルιz・π_ιπυグ″ο%″ιπ′,No.15,December 1997,p.2
(2)PAIZ,ibid.p.2
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ている。
現在の人種構成は,ほぼ100パーセントがポーランド人とされる。第一次と第
二次世界大戦をはさんだ時期には,全人口の3分の 1が少数民族によって構成
されていた。当時, もっとも多いマイノリティはウクライナ人(15%),以下ユ
ダヤ人 (8.5%),自ロシア人 (4.7%), ドイツ人 (2.2%)などである。 しかし,
第二次大戦後にウクライナ人と自ロシア人の居住地域はソ連領土内に限定さ
れ,ユダヤ人は戦時中の虐殺と戦後の移住によって,最終的に4万人がポーラ
ンドに残留 した程度とされている。また,ドイツ人に関しても戦後ほぼ全員(500
万人)がポーランドから追放されてしまった。(3)
言語はポーランド語であり,この言葉はスラブ系言語とも異なり,世界でも
難解な言葉とされる。宗教的にはカ トリック教徒が大半であり,社会主義体制
下においてもカトリック教会は,ほとんど唯一の非政府的社会団体として位置
づけられた。
ここ数年の人口増加率は,年率0.1%弱と極めて低い。この原因として,女性
の社会進出が指摘されているが,(4)統計を見れば海外への純移住者が年間約 1
万人以上 (1997年)存在することもその原因である。男性の平均寿命は68.1歳,
女性のそれは76.7歳であり,徐々 に長寿化をたどっている。生産年齢を越えた
人口構成比 (いわゆる高齢者比率)は,14%に近づこうとしている。
一世帯当たり人数は3.35人, 自動車普及率は208台/1000人である (1997年)。
(2)政治 0経済
① 政治
体制が社会主義から市場経済に移行したのは,1989年のことである。1989年
2月から4月にかけて,ヤルゼルスキ首相のもとに,共産党 (ポー ランド統一
労働者党),政府,教会,反体制グループ,その他の社会グループが一同に介す
る「ポーランド円卓会議」が開催され,政治と経済の改革案を探った。この会
議の合意に従って, 6月に総選挙が行われ, 自由投票枠のほとんどを「連帯」
(3)平凡社『大百科事典』
(4)PAIZ,ibid.p.3
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系候補者が独占した。新設の大統領には「連帯」の了解が得られヤルゼルスキ
氏が選出された。同年8月には「連帯」のマゾビエツキ氏が統一労働党と民主
党の支持を得て首相に就任し,戦後初の非共産党政権が誕生することになった。
国会は憲法を改正し,国名もポーラン共和国と変更する。
マゾビエッキ政権は,経済再建のために経済安定化,市場化,国営企業民営
化などを盛り込んだ「バロチェロビッチ・プログラム」を1989年10月に発表し
た。さらに,物価上昇と賃上げ抑制といった強力な金融引き締め政策を柱とし
た「ショック療法」を実施してゆく。その結果,経済安定化には一定の成果が
えられたものの,一方で倒産や失業が拡大した。その後「転換期リセッション
(転換期特有の不況)」 と呼ばれる時期が,2～3年続くことになる。
1990年12月の大統領選挙では,「連帯」の指導者であったワレサ氏が当選した。
しかし,l日連帯の内紛を背景に,翌年10月に行われた最初の自由な選挙では37
政党力ヽ義席を持つという小党乱立の時代を迎えることになった。小党乱立の中
で,政党間の対立と遅々と進まぬ議会政治に業を煮やしたワレサ大統領は,大
統領府主導の政治運営を図ろうとする。しかし,それが逆に議会や民衆の反発
を招き,ワレサ氏は孤立していった。
1995年11月19日の大統領選挙では,連帯系のワレサ大統領は,民主左翼連合
(旧共産党系)のクファシニェフスキ氏 (社会民主党党首)に惜敗する。しか
し,1997年9月の国会選挙では,逆に「連体」系の「連帯選挙運動」が民主左
翼連合を抑えて,比較第一党の座に着き,「連体」系が政権復帰を果たすことに
なった。この結果,大統領は共産系,議会は連体系と,相変わらずのネジレ現
象のもとで,国政運営が行われているのが現状である。
② 経済
1996年のポーランドのGDP規模は名日値で362×10億PLNである。(5)これ
をドルに換算すれば,為替レートを用いた場合には1,346億ドル(日本の3%程
(5)ポーランドの通貨単位は「Zl:ズウォティ」である。しかし,1994年にデノミネーション
を行って以来,IH通貨単位 (Zl)と新通貨単位 (PLN)を明確化するために,一般に公文書
では「PLN」が用いられる。ここでもそれに従った。
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度),購買力平価を用いた場合には2,676億ドルとなる。それぞれの値を,一人
当たりの金額でみると,順に3,500ドル,6,900ドルとなる。これらについて,
英国を100として比較すれば,前者は18,後者は37である。また,一人当たり3,500
ドルの所得 (為替レー トでの調整値)は,チェコ,ハンガリーと比べて,それ
ぞれ2,000ドル,900ドルほど少なぃ。(6)
名目GDPの経済活動別付加価値の構成は,農業6%,製造業20%,商業15%,
石炭等の鉱業4%(1996年,合計は100にならない)である。(7)_方同年の就業
者構成は,農業27%(401万人),製造業21%(310万人),商業13%(180万人),
石炭等の鉱業2.4%(36万人, うち石炭産業は24～25万人といわれる)である。
それゆえ,付加価値額は大きくないものの,農業はポーランド経済において重
要な意味を持っている。また, リス トラ計画が進められている石炭産業につい
ても,24万人の雇用者を抱えるだけにその進捗は容易でない。
1996年の実質国民総支出は,663億PLN(1990年価格)である。これを消費
(民間最終消費支出+政府消費支出),投資 (民間設備投資+公的固定資本形
成),対外部門 (輸出一輸入)の3者で区分すれば,その構成比は順に,78%,
29%,-6%となる。対外部門の赤字 (経常収支の赤字)は,1995年,96年の 2
年連続である。これは,拡大する国内の設備投資を背景に海外からの資本財輸
入が増大 していることが原因の一つである。
GDPの推移を市場経済への移行期前後からとらえてみると,次のような特徴
が伺われる。第一には,1996年の実質GDP水準は,転換年となった1989年のそ
れを初めて上回ったことである。ポーランド経済は,1990年,1991年と体制変
更による混乱のために,-11.6%,-7.0%と2年連続でマイナス成長を記録 し
た。1992年から徐々にプラスに転 じ,1995年は7.0%,1996年も6.0%の経済成
長率を達成する。その結果,現在のGDP規模は,社会主義体制時代を凌駕する
大きさとなった。
第二に,ここ数年の成長率は5%台を越え,大きく拡大 していることである。
移行期経済に特有な「転換期 リセッション」については,少なくとも数量ベー
(6)Central Statistica1 0ffice(GUS),Pο″πこ 7′ι 7,1997,:March 1998
(7)同11
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スの経済不況からは脱したものと判断できる。市場経済へ移行 した後,数年で
こうした順調な経済成長を見せていることから,ポー ランドは移行期経済の模
範生と言われるまでになった。
第二には,高いインフレ率も沈静化を見せていることである。消費者物価上
昇率を見れば,1989,1990年は3桁のインフレであった。それが,1991年から
は2桁に収まり,1996年では19%,1997年には14%程度の物価上昇率にまで収
束 してきている。
第四には,労働市場の改善である。市場経済への移行に伴って雇用環境は大
幅に悪化 し,失業率は上昇 した。一時は16%を越える失業率を抱えていたが,
1996年ではそれが13%台と低下 してきた。
第五には,成長のパターンが定着 しつつあることだ。近年の経済成長のパター
ンを見ると,明らかに成長の ドライビング 。フォースは消費,投資,石炭以外
の輸出になってきている (図1参照)。 1990年前後の混乱時には,在庫の大幅減
少がマイナス成長の一つの原因にもなっていた。これは,市場経済体制に移行
することによって,1日体制では常に多めに (約3ケ月分といわれる)抱えてい
図l GDP成長率と部門別寄与率%
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た在庫が不要になり,在庫取り崩しをしていたためである。そうした在庫の調
整も明らかに1993年頃には解消され,成長のためのマイナス要因が一つ消滅し
た。逆に市場経済への移行を経て,現在の経済成長は民間消費と民間投資,石
炭以外の輸出が経済成長を支えているし,政府の固定資本形成も旺盛である。
ただし,一方で国内投資のために投資財を輸入し, また輸出の拡大が輸入の増
加をもたらすなどの懸案材料があることも否定できない。
2。 エネルギー需給の現状 と見通 し
(1)エネルギー需給の推移と現状
① 概要と一次エネルギー供給
1995年のポーランドの一次エネルギー国内供給は,99MTOE(原油換算百 ト
ン)である。(8)これは,過去の最も大きな消費量であった1987年の138MTOEに
比較 して,28%も小さな値である (表2参照)。
エネルギー源別にみると,石炭 (固定燃料含む)75%,石油15%,天然ガス
10%となっている。この他に水力や電力輸出が若千存在する。石炭への依存が
大きいことは,国内の賦存資源量と無関係ではない。つまり,ポー ランド国内
には世界第8位の石炭資源量がある。World Energy Conference(1996)の資
料によれば,石炭埋蔵量は276億トンであり,現在の生産量1.37億トンで割った
可採年数 (R/P比)は,200年以上となる。
1980年代を通じて,石炭が一次エネルギー国内供給に占める割合は,約80%
であった。しかし,市場経済への移行前後から石炭のシェアは低下する傾向を
見せている。市場経済へ移行し,経済が回復傾向を辿る中にあっても,1990年
代前半のエネルギー需要はほとんど増加していない。その中で,基幹エネルギー
である石炭需要だけが低迷していることが際だった特徴となる。
ところで,石炭需要の減少はどの需要分野で起こってきたのか。結論を先取
(8)エネルギーに関するデータはAgencia Rynku Energii S.A,3・″″sE″′を|のαπノRο′s″
ω υ力″グz″助 ″s″カグ06Ca EυROSτ4τι・OⅣZ,1997およびOECD/1EA,E″′%ク」%′‐
α″
“
ταら′asを参考にした。
ポーランドのエネルギー市場とエネルギー・環境政策
表2 -次エネルギー国内供給の推移
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(単位 :千TOE他)
項 ‖ 1980  1985  1990  1991  1992  1993  1994  1995 '95/'90
一次エネルギー |」内供給
石 炭
石 油
ガ ス
128,814 130,841 101,22()
101,778 105,176  78,52()
(79)    (80)    (78)
17,910  16,()54  13,592
(14)    (12)    (13)
8,866   9,459   8,915
(7)     (7)     (9)
281     334     283
-20 -182  -89
98,653 100,131  95,700  98
76,861  77,776  72,782  74
(78)    (78)    (76)
4 017 14,216
(14)  (14)
7,817   8,219
(8)  (8)
305     127
-346 -207
99,634
8,530
(79)
13,092
(13)
7,944
(8)
292
-225
-05
-1 1
14,782
(15)
8,218
(9)
149
-230
2.7
02
?
?
力
力 -241
-105
22 0
CDP(●万PNL,199o年価格) 56,758 57,418 56,027 52,121 53,489 55,522 58,409 62,526
CDP原単位(Kg/PLN)  2.27  2.28  181  191  184  180  164  158
C02排出量 (百万 トン Cー)133,325135,748103,965102,912101,837103,274 98.311101,023
22
-27
-06
(注) ( )内は構成比%
(出所)GUSおよび,P。land Energy lnformation Center資料より作成
図2 石炭消費減少の部門別構成 (1987年と1995年比較)
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-40
合計  熱・電力供給 他転換部門 最終エネルギー 消費 産業部門  民生部門
りすれば,需要減少の過半は,熱と電力を生産するための転換部門で生じてい
る。その理由は,第一に転換効率の改善 (転換ロスの減少)であり,第二に民
生部門などでの熱需要の減少,に由来する(図2参照)。 また,最終エネルギー
消費全体においても,石炭需要は減少傾向にある。しかし,産業部門だけを取
り出せば,石炭需要は回復基調にある。
1980年代後半からの一次エネルギー国内供給の減少を,①人口,②経済成長,
③ GDP当たりのエネルギー消費原単位の3要因によって分析 してみよう。そ
の結果をみると,1990年代前半には②経済のマイナス要因も存在していたが,
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圧倒的に大きな要因は③ GDP当たりのエネルギー消費原単位の低下である。
GDP原単位は,一定の付加価値を生産するのにどれだけのエネルギーを消費し
たかを示すものである。ポーランドのGDP原単位をみると,1985年の100に対
して1990年には79に,1995年では69にまで低下している (図3参照)。
さらに,この原単位の低下がどの需要分野で起きてきたかを検討してみる。
最も大きな寄与を示すのが,石炭需要の減少と同様に,転換部門である。これ
に,産業部門での寄与が続いている (図4参照)。
図 3
単位 :千TOE
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部門別寄与
一次エネルギー国内供給変化の要因分析
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図4 GDP原単位低下の需要部門別寄与
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② 最終エネルギー消費の推移と現状
一次エネルギー国内供給の約68%(1995年)は,最終エネルギー消費として
消費者に渡される。1995年の最終エネルギー消費は67MTOEである。1995年の
最終エネルギー消費のエネルギー源別構成比は,石炭が42%ともっとも大きく,
石油20%,熱14%,ガス12%,電力12%と続く。また,需要部門別の構成は,
「その他部門 (農業+家庭+業務)」がもっとも大きく48%を占め,ついで産業
部門34%,交通部門13%,残りの5%を非エネルギー消費が占めている (表3
参照)。
需要の推移をみれば,1987年にピークを記録して以来,未だにその水準を超
えていない。1990年から1995年の期間の年平均増加率は,マイナス0.7%である。
表3 最終エネルギー消費の推移
(単位t:1000 TOE他)
項 目 年  1980   1985   1990   1991    1992   1993    1994    1995  '95/'90
最終エネルギー 消費
石 炭
石 油
力・ ス
電 力
教
86,505
(lθ)
38,360
(イイ)
12,647
(15)
6,772
(`3)
7,320
((3)
21,406
(25)
83,247
〈Iθlθ)
34,944
(42)
11,870
(I`)
6,914
(8)
7,708
(θ)
21,811
(26)
69,319
(lθ)
28,462
(41)
11,336
(ヨδ)
4,971
〈7)
7,323
(11)
17,227
(25)
67,497
(I()θ)
28,949
(イθ)
11,100
(lδ)
3,964
(δ)
6,845
(Iθ)
16,638
(25)
67,376
(Iてフθ)
29,802
(イ4)
ll,605
(17)
3,597
(5)
6,630
(lθ)
15,741
(23)
66,416
(1('θ)
28,630
(`θ)
10,739
(Iδ)
7,004
(II)
6,995
(11)
13,048
(2θ)
66,214
(1て
'θ
)
25,697
(θ9)
13,004
(2θ)
7,350
(11)
7,326
(II)
12,838
(19)
66,933
(lθ )
28,291
(イ2)
13,454
(2θ)
7,862
(12)
7,703
(12)
9,623
(1イ)
-0.7
-01
3.5
96
10
-11.0
産 業
輸 送
その他
農 業
家庭用
業務用
非工不ルギー
38,124
(44)
9,804
(II)
36,675
(イ2)
4,284
31,302
1,089
1,903
(2)
33,692
(イθ)
8,719
(Iθ)
39,068
(イ7)
3,978
32,912
2,179
1,767
(2)
24,708
(θδ)
8,063
(12)
32,322
(47)
5,114
20,236
6,971
4,227
(θ)
21,752
(θ2)
8,295
(12)
34,086
(5θ)
4,690
22,387
7,009
3,364
〈5)
19,955
(θθ)
8,171
(12)
35,951
(53)
4,487
24,417
7,047
3,299
(.5)
21,778
(θθ)
7,842
(12)
35,895
(54)
4,659
24,252
6,984
901
(1)
21,230
(θ2)
8,330
(13)
33,127
(5θ)
5,000
23,253
4,874
3,528
(5)
22,958
(θイ)
8,423
(13)
31,929
(`θ)
4,770
22,890
4,269
3,623
(5)
-1.5
0.9
-0.2
-14
25
-9.3
-3.0
(注) ( )内は構成比%
(出所)ARE資料より作成
62             名古屋学院大学研究年報
エネルギー源でみれば熱需要の大幅な減少,需要部門で見れば,産業および「そ
の他」部門の減少がその原因である。
③ 産業部門のエネルギー消費
(a)消費の規模と推移
産業部門のエネルギー消費は最終エネルギー消費の34%を占め,23MTOEで
ある (1995年)。 同年のエネルギー源別内訳は,石炭59%,電力16%,熱11%,
ガス8%,石油6%である (表4参照)。
エネルギー消費の推移をみれば,1986年にピークを迎えた後大きく減少し,
1992年にボトムを迎える。その後は微増傾向を示している。1992年までの低下
傾向を産業別に見れば,エネルギー多消費産業の鉄鋼,化学,鉱物,機械といっ
た産業での消費が大幅に落ちこんでいる。逆に,近年の増加 トレンドは,こう
した素材産業でのエネルギー消費の拡大があり,それは,素材産業の生産活動
がかなり復興してきたことを意味している。
(b)消費変化の要因分析
移行期前後から現在までをとって,産業部門のエネルギー消費の変化が何に
よってもたらされてきたかを,さらに検討してみよう。詳細なデータが拾える
1988～1995年について解析すると,次のような特徴が明らかになる (図5,図
6参照)。
1995年の産業用エネルギー消費水準は,1988年に比べて約25%ほど小さい。
これを①産業別のエネルギー消費原単位の変化,②産業構造の変化,③経済活
動水準の変化, という3つの要因に分解する。解析結果をみると,25%ものエ
ネルギー消費水準の低下は,その過半が②産業構造の変化に由来すると判断で
きる。具体的には,エネルギー多消費産業である素材産業の相対的な生産水準
の低迷がそれである。
逆に,①個別産業のエネルギー消費原単位は,移行期を通じて悪化している。
これは,生産活動の低迷が,生産量 1単当たりの固定費的なエネルギー消費量
を押し上げる効果を持っていたのであろうと推測される。また,③産業活動の
水準は,1995年になって個別産業の生産水準がようやく1988年レベルにキャッ
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表4 産業部門エネルギー消費の推移
(単位:1000 TOE他)
1980    1985    1990    1991    1992    1993    1994    1995   '95/'90
合 計
石  炭
38,124
11,799
(31)
2,574
(7)
4,868
(13)
4,269
(11)
14,615
(38)
33,692
,472
〈28)
2,110
〈6)
4,413
(13)
3,991
(12)
3,706
(41)
24,708
8,518
(34)
784
(3)
2,438
(10)
3,234
(13)
9,734
〈39)
19,955
7,124
(36)
585
(3)
1,498
(8)
2,710
(14)
8,039
〈40)
21,230
10,014
(47)
679
(3)
1,971
(9)
3,390
(16)
5,177
(24)
-15
9.6
21,752
7,477
(34)
623
(3)
1,836
(8)
2,867
(13)
8,950
(41)
21,778
10,049
(46)
780
(4)
2,685
(12)
3,027
(14)
5,238
(24)
22,958
13,459
(59)
1,326
(6)
1,949
(8)
3,612
(16)
2,612
(11)
石  油 11.1
-4.4
2.2
-231
?
?
?
?
?
?
?
?
?
熱
鉄  鋼
化  学
非鉄金属
非金属鉱物
輸送機械
一般機械
鉱  業
食  品
紙パルプ
木 製 品
建  設
繊  維
そ の 他
12,248
(32)
5,236
(14)
1,574
(4)
6,232
(16)
0
(0)
4,670
(12)
0
(0)
2,826
(7)
1,123
(3)
649
(2)
1,481
(4)
1,630
(4)
455
(1)
10,344
(31)
5,087
(15)
1,252
(4)
5,158
(15)
0
(0)
3,998
(12)
0
(0)
2,976
(9)
1,069
(3)
597
(2)
1,506
(4)
1,432
(4)
275
(1)
7,816
〈32)
2,790
(11)
571
(2)
3,514
(14)
603
(2)
2,231
(9)
1,452
〈6)
2,363
(10)
1,008
(4)
446
(2)
763
(3)
1,043
(4)
108
(0)
5,999
(28)
2,495
(11)
555
(3)
3,339
(15)
672
(3)
1,921
(9)
1,265
(6)
2,393
(11)
1,039
(5)
425
(2)
620
(3)
919
(4)
111
(1)
5,742
(27)
3,547
(17)
684
(3)
3,325
(16)
660
(3)
1,481
(7)
734
(3)
2,390
(11)
956
(5)
440
(2)
381
(2)
731
(3)
160
(1)
6,070
(26)
4,037
(18)
708
(3)
3,501
(15)
619
(3)
1,480
(6)
819
(4)
2,684
(12)
1,231
(5)
507
(2)
306
(1)
900
(4)
97
(0)
-49
7.7
44
-0.1
0.5
-7.9
-10.8
2.6
4.1
2.6
-167
-29
-2.1
5,600
(28)
2,478
(12)
338
(2)
3,184
(16)
569
(3)
1,662
(8)
1,205
(6)
2,156
(11)
969
(5)
427
(2)
456
(2)
824
(4)
86
(0)
5,428
(25)
3,607
(17)
372
(2)
3,249
(15)
672
(3)
1,782
(8)
1,052
(5)
2,570
(12)
1,006
(5)
446
(2)
532
(2)
973
(4)
90
(0)
(注) ( )内は構成比%
(出所)ARE資料より作成
要因の寄 グラフ,左軸)
エネルギー消費量 (右軸)
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図5 産業部門エネルギー消費変化の要因分析
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チアップ してきている。
上のような解析結果から,次のようなインプ リケーションが読みとれる。こ
れまでのエネルギー消費量の低迷は,多くは,個々 の産業における省エネルギー
によってもたらされたものではなく,素材産業の相対的な生産低迷に由来 して
いるものである。それゆえ,今後,素材産業が経済成長率なみに復興 してくれ
ば,産業部門のエネルギー消費量は確実に増加することになる。個別産業レベ
圏圏目原単位変化
R コヽ経済活動
は22産業構造変化
厖SNその他
_エ ネルギー
消費量
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ルで見た省エネルギー (エネルギー消費原単位)は悪化傾向こそ見せているが,
改善傾向にはない (もちろん,外資導入による新たな産業設備が省エネルギー
をもたらす可能性があることは否定しない)。 そのために,個々 の産業レベルに
おりたミクロ的な省エネルギー活動は,今後ともますます重要な政策課題 とな
る。
(2)エネルギー需給見通し
移行期経済にある国では,一国の将来経済像そのものを見通すことが難しい
ために,エネルギー需給見通しも例外なく難しい。ここでは,1995年に策定さ
れた “Energy Policy GuideHne for Poland until the Year 2010"で採用され
ている見通しを紹介するが,それが現実とかけ離れてきていることは否めない。
そのため,経済省においては新たな長期エネルギー需給見通し策定のワーキン
ググループを発足させ,1999年末を目安に作業のとりまとめが進められている。
ただし,数字そのものの信頼性は欠如するものの,上で示された見通しの方
向性は,今でも変わらない。とりわけ,次の二つの要点は数値上の変更があっ
たとしても,政策的に進められる指針である。それらは,第一にGDP原単位を
改善するための省エネルギーや産業構造の変換を推進すること,第二には,固
体燃料を液体燃料やガス体燃料へ転換すること,である。
① 一次エネルギー供給
この見通しは,経済成長の前提を年率5%程度としている。2000年および2010
年の一次エネルギー国内供給合計は,1990年のそれよりも上回るが,それでも
1988よりも小さい(表5参照)。 2010年の石炭消費は,1988年のそれよりも30%
近 く減少する。この見通しでは,2000年の石炭生産を1億2,000万トン (うち
9,800万トンが国内消費)としているが,1998年4月に政府が提出した石炭産業
リストラ計画では,新しい生産目標値は1億1,400万トンに下方修正している。
褐炭の消費は,1日式な発電所のスクラップなどがあるため2000年までは減少
する。しかし,発電用燃料としては相対的に価格が安いことから,2000年以降
はほぼ横這いである。
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天然ガスについては,2010年の消費量は1990年のそれに対して56%も大きく
なる。過半を輸入に依存することになるが,国内産も42%程度をカバーする見
込みである。
2010年の石油消費は,1990年の66%増である。原油の供給は,国産が約30万
トン/年程度 (消費量の1～2%)あるものの,それ以外は全量輸入となる。
再生可能エネルギーについては,一次エネルギーの1.2%～2.6%(2000年)
および1.7%～5.5%(2010年)という値が検討されている。
② 最終エネルギー消費
最終エネルギー消費全体の動きは,一次エネルギー国内供給とほぼ同じであ
る。ただし,個別需要セクターを見て行くと,次のような特徴がある (前掲,
表5参照)。
産業部門では,2000年および2010年のエネルギー消費量は,1988年はもとよ
り1990年のそれよりも下回る。この理由は,産業構造がエネルギー寡消費の方
向に進むこと,イ固々 の産業によるエネルギー消費効率が改善すること,などが
織 り込まれている。2000年および2010年の建設用エネルギー消費は,1988年の
43%,1990年の2 %も少ない。農業および輸送用については,2000年2010年と
もに,1990年の値を上回るものの,1988年のそれよりも少ない。さらに,家庭
用についても同様な傾向が見通されている。
この結果,将来の消費分野別の構成は,1990年に比べて,産業部門が相対的
にウェイトを下げ,逆に家庭用・輸送用・農業用が高まると見込まれている。
一方,エネルギー源別構成では,次のような特徴がある。それらは,①固体
燃料が相対的に減少して,それを液体燃料やガス体燃料がリプレースすること,
②熱需要は相対的に減少し,暖房などは直接加熱によるエネルギー消費が増え
ること,などである。
③ 見直しの方向性
1996年の一次エネルギー国内供給実績は,上で想定されている2000年の値に
ほぼ近くなっている。それゆえ,実際には,上記の見通しほど省エネルギーや
ポーランドのエネルギー市場と工不ルギ ・ー環境政策 67
表5 ポーラン ドの長期エネルギー需給見通 し
(単位:MTOE,%)
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産業構造転換は進んでいない。そのため,新たな見通 しは,上方修正を余儀な
くされよう。
また,個体燃料から液体燃料への転換も,見通 しほど進んでいない。新たな
石炭 リス トラ計画は,2000年の生産量を1億1,400万トンとしているものの,
1997年の生産量は1億3,700万トンである。それゆえ,石炭産業のリス トラは燃
料転換を進める上では不可欠な要素である。政府の計画通 りに進むか否かは,
労働組合との折衝いかんにかかっている。
原子力については,見通 しの上ではゼロである。2010年に新規原子力発電が
導入される見込みは少ないものの,その先に登場 してくる可能性はある。温室
効果ガスを排出しない,そして国家エネルギー安全保障に資するエネルギー源
として,原子力発電は有力な石炭代替エネルギー源として認識されつつある。
3.エネルギー政策と産業動向
(1)石炭産業
① 石炭産業合理化計画
従業員24万人,売り上げ高5億ドル,年間1億3,700万トンの石炭を産出する
当該産業のリストラ計画の実行は,かなり難航が予想される。しかしEUへの
加盟交渉にあわせ,EUなみの財政の健全化を目指さざるを得ない政府にとっ
て,石炭産業のリストラは避けて通れない。
石炭産業リストラ計画は,1996年にも策定されたが,労働組合側の反発から
実施に至らなかった。そのため,1997年秋に組閣された現政権のもとで,新し
い石炭 リストラ計画が練り直され,それが1998年4月に発表されている。
新計画によれば,2000年までに石炭産業が利益を出すことを目指し,現有の
労働者数23万7千人を7万人減少させて17万人体制にする。2000年の石炭生産
量は,稼働している65鉱山のうち24鉱山を開山させて,1億1,400万トンにまで
減産する。(9)さらに,2010年については,生産量は9,000万トン,労働者は7万
7千人にまで削減する, というドラスティックなものである。(10)
(9) ヽVarsaw‐VOice,Pensionig Off a FOssilized lndustry,.Apri1 26,1998
(10)Financial Times,S01idarity UniOn IIits at Coal Refornl,April 18,1998
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この計画が組合側にも受け入れられ,実現可能か否かは,炭鉱労働者削減の
ための社会保障パ ッケージに依存している。つまり,強制的なレイオフを行わ
ない代わりに,次のような早期退職補償を用意 して,自発的な離職を奨励する。
それらは,停年時期まで3年を残 して早期退職する炭鉱労働者には,その3年
間につき現在の給料の75%を支払う (現在の平均月収は2,000PLN)。停年年齢
までの年数が3年を上回る早期退職者に対 しては, 3年以上の 2年間につき
65%の給与補償を行う。また,退職後24ケ月以内に新たな職を得た者に対 して
は,一時金として22,000PLN(平均月収の11ケ月分)を支払い,その間に自ら
事業を起こした者に対 しては37,000PLNの事業支援金を給付する。
これほど手厚い社会補償をしてまでも,離職奨励を行わざるを得ないのは,
石炭産業のコス トの75%が人件費であるためだ。1997年の当該産業の赤字は11
億PNL(3億4,300万ドル)を抱え,1998年には18億PLN(5億1,400万ドル)
の赤字が予想されている。(11)その赤字を埋めているのが政府の補助金である。
補助金削減のためには,当該産業の合理化を通 じたコス ト削減および石炭販売
価格の値上げが必要になる。
しかし,販売単価の値上げは,それほど容易ではない。なぜなら,主要な購
入者である電気事業にとって,石炭価格の値上げは燃料費の上昇を通 じて発電
コス トの増大を意味する。 しかし, 自身が販売する電力単価は政府の認可料金
であるため,電気事業者たちは燃料費の上昇を料金に反映できない可能性があ
るからだ。その場合には,石炭産業に代わって,電気事業が自ら合理化を行い
ながら,燃料費上昇分のコス ト削減をせざるをえなくなる。
② 石炭価格交渉
1998年に入り,公正取引委員会 (UOKiK:Competition and Consumer Pro‐
tection Office)は, 7つの石炭持株会社に対して,価格形成上のカルテル行為
の疑いから調査を開始した。これは,1994年に締結した石炭会社と電気事業者
との石炭価格契約が1997年末に期限切れとなり,新しい価格交渉に入った段階
(11) ヽVarsaw Business JOurnal,SLIE),LabOr cast skeptical eye On cOal Plan,Apri1 20-26,
1998
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で表面化 した問題である。
前回の契約では,石炭価格の上昇率はインフレ以下であり,平均的には29ド
ル/トンを下回っていたため,石炭会社に不利益をもたらした。それゆえ今回の
交渉において,石炭会社側はかなり強硬な態度を崩 していない。1998年初頭 ,
政府認可の電気や熱の単価はそれぞれ14%, 8%の値上げが実施されたが,石
炭会社側から提示された今回の石炭価格値上げ率は15.5%である。これに反発
する電力会社側の訴えが,今回の公正取引員会介入につながった。
石炭価格については,既に政府規制から離れているため, 自由な価格交渉が
原則である。石炭会社 も苦 しい経営状況にあり,ある会社では,1997年1月か
ら11月までに166百万PLN(47.4×百万 ドル)の赤字を抱え,石炭価格を上げ
ざるを得なかった, としている。
1997年のポーランド石炭産業は1億3,700万トンを生産 したものの,国内需要
は9,500万トン～1億トン程度である。世界的に石炭市場は供給過剰気味である
ことや,ポー ランド炭の質の悪さから,輸出は拡大せず,在庫が大幅に膨れて
いる。こうした事情は近隣諸国も同様であり,1998年に入ると,ロシアやチェ
コから格安な値段をつけた石炭輸入が急増 している。国内の石炭会社は,こう
した輸入の増加は明らかにダンピングであることから,政府にその対策を求め
ている。
(2)石油産業
① 産業組織
市場経済に移行 した後,現在の石油産業は,主として2つの大精製会社
(Plock:Petrochemia Plock SAおよびGdansk:Rafineria Gdanska SA,
2社は販売業も営む)と巨大国営販売会社(CPN:Central Petroleum Product
Distribution Authority,燃料油販売の60%のシェア),それをNafta Polskaと
いう国営持ち株会社が管理する,という構造である。1996年に設立された
Nafta Polskaは,ポー ランド南部の石油産業のリストラを進め,戦略投資家(外
国企業など)を見つけて,個別石油企業の民営化を図ることを目的としている。
そのため,設立年に先のPlockやGdanskおよびTrzebinia精製会社,Czech‐
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owice精製会社そしてJedlicze精製会社の株式の75%を保有することになっ
た。
② 石油精製民営化
計画通りとは行かないものの,石油産業分野においても,民営化および外資
参入は政策的に進められている。
外資導入は流通部門から進められ,既に170前後のSS(サービスステーショ
ン)が国内に設置されている。主要な外資企業として,StatOil(ノルウェー,
64ケ所),Conoco(米国,28ケ所),Texaco(米国,18ケ所),Nesta(フィン
ランド,17ケ所)などがある。ポーランド国内全体のSS数は4,868ケ所である
ため,数の上では3.5%である。(12)しかし,将来的には外資のSSが850ケ所程度
になるという見通しもあることから,ポー ランド市場に対する外資の積極性が
伺われる。(13)
また精製部門の民営化計画は,次の通りである。現在,国内精製能力は,Plock
精油所が年産1,260万トン,Gdanskaが400万トン程度である。これら二つの会
社は,販売拠点のSSをそれぞれ200,30ケ所保有している。(14)Nafta Polskaは
両会社の株式について,暫時公開し民営化を進めて行く方針である。外資に対
しては, まず第一段階では二つのグループの上限30%までを公開し,将来的に
は50%まで拡大する予定である。
しかし,巨大販売会社であるCPNもまた両精製会社の株主であることから,
民営化プログラムは必ずしも一筋縄ではいかない。株式を購入しようとする民
間会社は,精製会社の将来のリストラ。拡張計画を提示した上で株主になるこ
とが求められている。そうした付帯事項があるものの,Statoil,Nesta,Agip
(イタリア),Shell(英国およびオランダ)といった外資系企業は,両精製会社
の株式公開に,大いなる関心を示したと報じられている。(15)
O SSの数については,諸説ある。合計約5,300カ所 (Warsaw BuSineSS JOurnal,Feb,16
-22,1988)というイ直もあるが, ここでは, PNB,Eιοποπグο Rιttω,April 15,1997, を基
とした。
(10 PNB,Eεοπο %κR′υ″ω,April 15,1997
(14)両者で460ケ所という値もある。(前掲,Warsaw Business JOurnal,Feb,16-22,1988)
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③ 販売会社のリストラ
さらにCPNに関するリストラ計画では,まずCPNが保有している輸送網
と大型油槽所を分離し,それらをNafta Polskaの所有とする。それ以外の流通
設備は次のように配分される。Nafta Polskaが25.5%,Plock33.0%,Gdan‐
sk12.375%, 5つの南部精製所が各5.825%である。
こうして,流通部門としてのCPNの役日は終わり,石油産業全体としては競
争力のある2つの垂直統合されたセンター (PlockとGdanska)に集約するこ
とが,石油産業合理化計画の最終目標である。しかし,先にも述べたが,1,400
ケ所前後のSSと12,000人の従業員を抱え,支配的な流通業者であるCPNは,
上のような分割・ リストラ策に必ずしも同調しているわけではなぃ。(16)
そのため,1998年2月にはCPNに関する新たなリス トラ計画が財務省から
発表された。それによれば,CPNとPlock精製会社とを合併させ,合併後速や
かに株式を公開する。加えて,CPNが保有していたSSのうち150ケ所をGdan‐
ska精製会社に売却するというものである。(17)しかし,この計画もCPNの組
合が反対を表明しているだけに,実現するかどうかは予断を許さない。
なお,合併された場合でもCPN=Plock社株の何%が上場されるかは流動的
である。一方,Gdanskaについては,1998年秋にもその40%が戦略投資家に公
開され,民営化されると見られている。(18)
(3)電気事業
① 産業組織
市場経済へ移行して以来,ポー ランドの電力供給体制は,①垂直統合の分断
と②民営化 (その前段階として100%政府出資の国営企業化がある)の方向に向
かっている。前者については1990年に,発電・送電・配電の機能をもった会社
に分割された。
⑮ 同上
(16)同上
(1り ヽVarsaw Business Journal,Government Pitches New Oil Privatization Plan; CPN
Balks Yet Again,Feb"23-lⅥarch l,1998
(10同上
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単位 :MW
設備認可能力
Installed
利用可能能力
Available
熱供給能力
Available′
I｀hermal
公営汽力
褐 炭
一般炭
公営水力
内揚水
自家発汽力
28,751
9,058
19,693
2,008
1,330
2,968
28,044
8,446
19,597
2,045
1,366
2,602
25,115
1,071
24,044
3,966
公営合計
自家発
合 計
30,758
2,968
33,726
30,089
2,602
32.690
25,115
3,966
29,081
(出所)Agencia Rynku Energii S.A"B%′′ι′グπ ο Pοωι/1%″%s′η,イ ル
9%′γι′ο/1977,p.8.
発電については,主要な大規模発電所ごとに会社単位を形成し,徐々 に統合
されて現在は34社が存在する (電力専用の発電所は17,熱併給発電所は19箇所
ある)。 送電については,ポー ランド送電公社 (Poland Power Grid Co.)が1
社で市場を独占し,これは100%政府出資会社である。さらに配電部門は,現在
のところ33社あるが,既に一部の会社では民間に株式を公開している。
発電設備規模は,全国で3,370万kW, うち公営電気事業者分が3,080万kW
である (表6参照)。 需要のピークは冬場の夕方5時頃に約2,400万kWである
ため,供給予備力は現在のところ22～29%ほどある。しかし,先進国の基準か
らみれば,多くのポーランドの発電設備は既に老朽化し (平均設備年齢18年),
発電効率も悪い。それらが規制緩和によって競争にさらされれば,会社倒産 も
余儀なくされる可能性すらある。(19)さらに,ピー ク電力需要が2015年まで年率
2.3%の上昇が見通されていることから,新たな電源の手当も早晩必要になって
くる。
(19)7ヽarsaw Business JOurnal,_Eπ′,gノ Cο,夕ψαη′ιS グ´″ πク わ παb PSE Rοωι/ ″πグι″,
4ヽarch 30-Apri1 5,1998
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② 規制緩和
1998年3月に,ポー ランド送電公社は,2000年に向けたピーク電力供給のた
めの入札募集を行い,40社から76プロジェク ト80万kWのオファーを受け
た。(20)落札者の決定は,1998年末までに行われる予定である。提案を受けたプ
ロジェクトの中身は,新規電源,既存設備の改良,電力の輸入,省電カプログ
ラムなどがあった。入札には,ポー ランドの公営発電会社のほか,外国企業も
参加し, National Power(英国), RWE(ドイッ), AES(米国), ABB Energy
(スイス),Shellとワルシャワ配電公社の合弁など,まさに国境を越えて,外
資企業の新規参入が予想されている。
また,発電会社の民営化も徐々に進んでいる。例えば,1998年4月にはBedsin
発電公社がワルシャワ株式市場に上場された。株式公開によって,同社は熱電
併給会社として最初の民間企業となる。ただし,戦略投資家に対する購入要件
は,発行株式の15%までとされている。(21)
(4)新しいエネルギー法 (電力・ガス・熱供給)
現在,そして将来のエネルギ_(22)(電力・ガス・熱供給事業)政策を語る上
で欠かしてならないのが,1997年に制定されたエネルギー法である。(23)この法
律は1997年1月にSejim(下院)を通過 し,上院で一部修正された後,1997年4
月に再度Sejinで可決された。それが同年 5月にクファシニェフスキ大統領に
よってサインされ,それから6ケ月を経過 した11月より施行されている。この
法律の規制対象は,主として電力・ガス 。熱供給事業である。
本法律は全体が8章72条から構成され,その内容は次の通 りである。
00 同上
11)Warsaw Business Journal,3ιグ′グπ ムα´s παZ力ι′力γ C`ZS力, SαッS ``πο'' め S′名α′gグε
fκυιs′ο″, April-4-13～18, 1998
12)英文の法律名がEnergy Lawとされているため,ここでは「エネルギー法」と訳すが,
用語の上で「エネルギー」として用いられている内容は電力・都市ガス・熱供給事業を示し
ている。それゆえ,本節において「工不ルギー」とした場合には,主としてこの電力・都市
ガス・熱を示している。
23)ARE,S.A.and GUS,Eπι智ノιαのグπ Pο″κグ‐ノ¢′αε」ο/1θスタπ′fθ97,Ⅵrarsaw,
May 1997
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第1章 序文 1～4条,
第2章 燃料およびエネルギー供給 5～11条
第3章 エネルギー政策 12～20条
第4章 燃料およびエネルギーの経済的規制に関する制度 21～31条
第5章 許認可と料金 32～50条
第6章 設備,設置,グリッドと操業 51～55条
第7章 罰則 56～57条
第8章 規制体系の変更に関すること 58～72条
法律の目的は,①ポーランドの持続可能な発展,②エネルギー安全保障,③
燃料とエネルギーの合理的な利用,④競争の促進,⑤自然独占が持つ弊害への
対策,⑥自然環境保護と国際協約の義務に関する配慮,および⑦消費者の利益
を護りながらエネルギー供給コストを最小にしてゆくこと,である (第1条)。
そのために,EUと歩調を合わせる形で環境に配慮をしながら,エネルギー産業
に関する規制緩和を進め,同時に省ネルギーを積極的に進めるというのが法律
の骨子になる。
具体的には,電力系統へのTPA(第二者アクセス)を認め,IPP(独立系発
電事業者)の新規参入を促すという形で規制緩和を推進する。一方で,再生可
能エネルギーを用いたIPPについては電力会社に購入義務を課したり,DSM
実施費用を料金に反映させることによって,環境保護や省エネルギーの推進を
図る。料金やエネルギー市場に関する規制権限は,新しい組織であるエネルギー
規制委員会 (Energy Regulatory Authority)が司ることになっている。同委
員会の委員長は,閣僚会議議長 (首相)によって任命され5年の任期を持つ。
1998年6月現在では,1997年以降の経過措置としてエネルギー規制委員会の
実質的な動きは未だなく,料金規制についても財務省に委ねたままである。し
かし,今後は上記法律によって,電力・ガス・熱事業は規制緩和政策に従いな
がら,市場効率を高めて行く。その一方で,環境保護や省エネルギー推進のた
めの政策が,新たな規制措置として導入されてくることになる。
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4.環境政策と省エネルギー政策
(1)環境問題と対策
① 京都議定書とC02排出量
筆者推計による1995年におけるエネルギー消費を起源とするC02排出量は,
炭素換算101×百万 トンである。これは,1990年の値に比べれば3%ほど小さな
値であるものの, ピーク時の1987年値に比べれば,30%ほど下回る。また,環
境省調べによる主要な温室効果ガス排出実績は,表7の通りである。
C02排出量の減少の主たる理由は,マクロ的に見たエネルギー消費原単位
(GDPあたりのエネルギー消費量)の改善である。先に述べたように,この消
費原単位の改善は,エネルギー転換部門および産業部門で引き起こされている
(図8参照)。 しかし,産業部門のエネルギー消費の低減は,それが産業構造変
化に依存していた。それゆえ,今後とも,この トレンドでC02排出量が低下す
るかどうかは,ひとえに,転換部門でのエネルギー効率改善および産業部門で
の省エネルギーの推進などに依存することになる。
ところで,1997年12月に交わされた京都議定書によれば,2010年前後のポー
ランドの温室効果ガス削減目標は,基準年に比べてマイナス6%であり, 日本
と同率である。しかし, 日本と大きな相違は,基準年は1990年ではなく1988年
である点だ。つまり,C02に関してだけ見れば,基準となる排出量は過去のピー
クに近い値であり,それは1995年時点からみれば30%近く大きな値である。
そのため,ポー ランド政府にとってC02排出量の抑制策に関して,日本のよ
うな危機感はない。社会主義体制時代に使っていた発電ポイラーは著しく効率
表 7 1988-1994年の温室効果ガス排出量
単位 :Gg
1988 1990 1992 1994
C02
CH4
N20
477,584
3,141
70
381,482
2,801
63
372,311
2,474
50
372,293
2,467
50
(出戸斤)Republic of Poland,レωπグA4α″あπα′R″,ο″ わ ″ι COP ιο厖′
ι〃VI'lCC,1998,p.18
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図8 C02排出量と排出量変化の要因
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(注)上の計算は、C02=(C02/エネルギー)×(エネルギー/GDP)×(GDP/人口)×人口を用
いた。
が悪 く,それらを近代化するだけで,GHG削減の目標達成が出来る (それは
C02削減 も同等と考えている)。 あるいは,これまでほとんど行われてこなかっ
た省エネルギーの推進や石炭からガスヘの燃料転換が進めば,無理なく実行で
きる目標である, というのがポーランド政府官僚の認識である。
新たにロシアからドイツヘと橋渡 しされるガス・パイプラインが建設されれ
ば,ガス利用の発電所が国内に登場することになろう。その時には,小型で効
率の悪い石炭火力発電を止めることになる。そうしたシナリオが,現ポーラン
ド政府における暗黙の了解事項 となっているように思われる。
さらに,共同実施 (AIJ)やクリーン開発メカニズム (CDM)による先進諸
国との協力の可能性 もかなり大きい。すでに,スウェーデン,オランダといっ
た諸国から具体的なプロジェクトの申し入れがされている。
② 環境政策
(a)概要
政府の環境政策全体から見れば,地球温暖化への対応はまだまだ小さな問題
であるといえる。なぜなら,ポー ランドの環境政策として重要なことは,EU加
C02排出量 (右軸)
?
?厖国人口
ZZ一人当たり所得
EコGDP原単位
■■■燃料転換
饉】複合要因
~‐C02排出量
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盟を果たすために,EU並の環境基準や環境に関連 した法制度を用意すること
が最重要課題であるからだ。現在の環境政策は,1991年以来議論が行われ,1992
年にできあがった。その骨子はまさに,ポー ランドの環境規制基準を欧州のそ
れ並に合わせることであり,その法整備などが1994年以降これまでの主たる仕
事であった。
例えば,水質基準や下水処理,窒素酸化物,硫黄酸化物の排出基準の設定と
いったものがそれである。そして,今後は法体系にあわせてどう実施するかが,
具体的な環境省としての仕事になってくる。また,EUの大気汚染の基準にポー
ランドのそれを合わせることも今後の作業として登場 してくることになる。環
境政策を進めるための枠組み作 りといったこれまでの作業を踏まえて,現在は
その修正版を検討中である。そして,最終的に1999年に新たな環境政策案を策
定する予定となっている。
(b)環境財団
ポーランドの環境政策を語る上でもう一つ大 きな特徴に,環境財団(24)がぁ
げられる。環境財団は1989年4月29日の立法措置によって設立され,その事業
は「2000年までの国家環境政策のための実行プログラム」に基づいて行われる。
財団の主要財源は,環境への負荷排出物を産出する企業が支払う料金 (使用料
および罰金)である。つまり,公租公課のように一定物の汚染物質に対 して一
定の料金を課 し,それを財源として環境保護プロジェクトに援助や融資を行っ
ている。具体的な汚染物質に対する料金の一例は,以下の通りである。
C02やメタン:0.15PLN/トン
フロン    :150PLN/1トン
これらは,額は大きくないものの環境税そのものということができる。
環境財団の1996年の収入は11億PLN(約3.1億ドル)であり,その51%が先
の環境負荷料金によって賄われた。(25)ただし,その比率は年を経るにしたがい
04)環境財団には国家および県単位で設立されている。ここでは,断らない限りNational
Fund(国家財団)を示す。
10 ′I｀he National Fund fOr Environrnental Protection and VVater卜,Ianagernent,θ I′α夕で,
9′ 6秒οπ″οπ_4R″ο Sαπ″αり,July,1997
百万PLN
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図9 環境財団の収支
収 入 百万PLN 支 出1,200
1,000
800
600
400
200
1,200
1,000
800
600
400
200
1990 91  92   93  94  95   96          1990 91  92   93  94  95   96
(出所)The National Fund資料 (1998)から作成
低下 しており,逆に金利収入や資本投下による配当などの割合が拡大 しつつあ
る (図10参照)。
一方,支出の内訳は,①援助,②低利融資,③金利の補助,④投資に向けら
れる。同年のそれは13億PLN(3.7億ドル)であり,①援助が2.9億PLN(構
成比22%),②低利融資が8.5億PLN(同64%)であった。また,支出の目的別
分類では,水質汚染対策・水利管理が40%,大気汚染対策が35%であり,二大
項目となっている。
環境財団では,設置以来1997年6月までに5,100件の低利融資や援助を行って
きた。このうち,融資案件が1,400,援助は3,700件である。全国で行われる環
境対策投資の20～25%がこの財団の資金によって賄われている。(26)
同財団の事業の中には,環境保護銀行 (EnvirOnmental Protection Bank)
への融資や同銀行との協調的な融資などもある。環境保護銀行は,融資案件を
環境対策プロジェクトに限定した特殊銀行であり,財団が株式の44.4%を保有
している。なお,環境保護銀行の1996年末貸し出し残高は,10億PLNである。
(C)エコファンド
□その他
%金利返済
□手数料収入
□環境チャージ
国地質・鉱山
悶緊急事態策他
田環境教育
田監視
図自然保護
%土地保護
□水質管理
□大気汚染
(26)同上
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図 10
1990=100,産業用向け
産業用エネルギー価格の推移
2,500
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財務省は1992年に非営利財団の「エコファンド」を設立 した。その資金は米
国,フランス,スイス,フィンランドなどの援助に依存するが,出資国側から
すれば,これはいわゆる環境=資金スワップである。
1995年には,5,000万PLN(約1,500万ドル)を環境保護のために費や し,こ
の資金は,環境保護投資額全体の50%をカバーした。先進国との環境=資金ス
ワップであるために,投資先は次の4つのカテゴリーに規定されている。それ
らは,① C02やメタン,フロン排出の削減につながる,②国境間にまたがる大
気汚染物質 (S02やNOx)の削減につながる,③バルト海汚染を抑制する,④
生物種保護につながる, といった効果をもつプロジェクトである。
(2)省エネルギー政策
① 省エネルギー活動
これまでのところ,ポー ランドにおける省エネルギー政策の中心は,情報提
供・啓蒙活動に終始しているというのが実態である。ただし,省エネルギーを
主目的としたわけではないが,エネルギー価格の上昇が結果的に省エネルギー
行動を促 しているという状況もある。これは,社会主義体制下において,政策
的にコストを割り込んで低価格に設定されていたエネルギー価格の水準を,コ
一 卸売 り物価指
数
―
「
‐石炭
―‐―燃料油
― ガス
Ⅸー―電力
-0-熱・蒸気
ポーランドのエネルギー市場とエネルギー・環境政策 81
ス ト見合いに是正 してゆくプロセスである。そのために,1990年初頭からエネ
ルギー価格は大幅な上昇をみせており,それが結果的に需要の価格弾力性を通
じて省エネルギーを促 している。
省エネルギー活動の主たる実行主体は,次のようなものがある。①政府管轄
団体(国家省エネルギー庁:KAPEや産業開発庁),②非政府団体である省エネ
ルギー財団 (ECF)やエネルギー効率財団(FEWE),③財政支援団体となる環
境財団等,④個々の省エネルギー・コンサルタント会社 (独立コンサルタント
専門協会など),そして⑤地方自治体である。
これまでの省エネルギー活動の問題点として,次の点が指摘される。第一に,
住宅やビルの設計基準を除けば,一般的に省エネルギーがもたらす便益に関す
る認識が十分でないこと,第二にはKAPEの様な政府団体にしても省エネル
ギーに関する人的資源が十分でいないこと,第二には法律的には省エネルギー
促進の総論があっても,細則が用意されていないこと,第四にはエネルギー効
率向上のための制度的なインセンティブが用意されていないこと,第五には全
国大での効果的な省エネルギーキャンペーンが十分でないこと,などであ
る。(27)
工場などのエネルギー診断は,EUのPHAREプログラムの資金援助を仰い
で,KAPEによって実施されてきた。また, 日本のJICAによる同様な援助プ
ログラムも実施されている。 しかし,圧倒的に,エネルギー監査ができる専門
家集団が不足 していることが大 きな課題 とされる。1993年～1995年の間に,
ECF(省エネルギー財団)は,国内22ケ所でエネルギー管理士の養成コースを
実施 し,605人の参加者を得た。しかし,セミナー終了後にエネルギー管理士と
認定された数は380人であった。また1996年以来,KAPEは,法的裏付けをもっ
てエネルギー管理士資格を,試験を通じて認定する機関となっている。そのた
め,漸次エネルギー管理士養成セミナーを行っている。
20 Zyglllunt Parcze、vski,Survey on Sorne Aspects of Energy IPolicy lDirected to Energy
Pricing and Energy ConservatiOn P。licies in Poland,Nov.1997,p.25
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② エネルギー法の考え方
前出の1997年に制定されたエネルギー法では,今後の省エネルギーの重要性
が唱われている。第45条において,電力・ガス。熱供給事業者がDSMを実施し,
かかる費用を料金に計上することを認めている。(28)DSMはエネルギー資源お
よび輸送インフラ (送配電やパイプライン)に対する投資の抑制を可能とし,
究極的には消費者の支払料金を減額させる。
また,第51条ではエネルギー消費機器のラベリングを実施することで,高い
省エネルギーの実効性を目指す。ラベリングの実施のために,エネルギー消費
機器の製造元や輸入元を厳しく指導する方向が示されている。さらに,断熱材
やエネルギー消費機器に関するデザイン・製造・輸入。建設,運用に関しては,
エネルギーの合理的で効率的な利用を促進すべきと明文化している。
加えて第52条では,市場に出回るエネルギー消費機器に関する情報公開を次
のような形式で義務付けている。
1)家電機器製造元や輸入元は「エネルギー効率」を仕様書に明記する
2)同上の業者は,ラベリングによってエネルギー効率および技術特性
を明記する
3)技術特性は1998年4月の「研究と保証」法に従って明記する
4)経済省は以下を定義する
① 特定機器に求められるエネルギー効率の値
② ラベルや技術特性明記の詳細
こうしたラベ リング義務を怠った業者に対 しては,税引き後所得の15%を罰
金として科せることも明文化 している。
③ エネルギー価格政策
経済体制が市場経済に移行する以前において,国内のエネルギー価格は,政
府の補助金により諸物価に比べて低めに抑えられてきた。しかし,市場経済に
(28)前掲Energy Law,1997
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移行して以来,財政の健全化,市場効率の改善を図る必要性から,国内のエネ
ルギー価格は順次引き上げられている。例えば,1991年と1995年を比較すれば,
産業用石炭価格は,43.7PLN/トンが,130.1/トンヘと3倍ほど高くなり,産業
用ガス価格は,140.OPNL/m3から566.lPLN/m3へと4倍ほどになった。その
他石油製品,電気,熱の料金も同様に値上げされている。
同期間の卸売物価は2.9倍であるから,いずれのエネルギーにおいても実質価
格上昇である。また,1998年にも電力や熟価格は前年比14%の値上げが実施さ
れている。
今後とも,エネルギー消費の抑制を実現するためにも,値上げが行われる見通
しである (図11参照)
お わ り に
ここ数年の高い経済成長を見る限り,ポー ランドは,混沌としたロシアや旧
東 ドイツなどと比較すれば,極めてスムーズに市場経済に移行した国の一つと
評価されるであろう。産業の民営化や リス トラ計画もそれなりに進展している。
しかし,現状のマクロ経済バランスは,経常収支の赤字や財政赤字にも直面
しているし,投資は家計の貯蓄以上で外資に頼らざるを得ない状況にある。ア
ジアの経済危機に端を発した世界的な経済混乱をみれば,外資依存にあるこの
国の発展が,これまで同様に順調なものであるかどうかは予断をゆるさない。
また,エネルギー需給の面では,市場経済へ移行して以来,比較的緩やかな
需要増勢で済んでいた。これは,エネルギー価格の実質上昇 と素材産業の不振 ,
転換部門のエネルギー効率の改善などが背景にある。 しかし,1996年のデータ
では対前年比10%近い増加を示すなど,素材産業の生産回復とともに,それま
でと異なった様相を呈する可能性 も見せている。
こうした懸案材料に関する分析は今後の課題 としたい。
追記
本稿は国際協力事業団『ポーランド共和国省エネルギ ・ーマスタープラン調査』(1997,1998
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年度)および日本エネルギー経済研究所『中東欧諸国のエネルギー事情調査」(1998年度)に
参加した知見を基にしている。そうした機会を与えてくれた両団体に深く感謝申しあげる。
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